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■ワーク・ライフ・バランスからワーク・ライフ・
フィットへ

ワーク・ライフ・バランスという言葉は，日本でも
かなり定着してきた。日本語では「仕事（ワーク）と
生活（ライフ）の調和（バランス）」と呼ばれ，たと
えばそれを内閣府では，「国民一人ひとりがやりがい
や充実感を感じながら働き，仕事上の責任を果たすと
ともに，家庭や地域生活などにおいても，子育て期，
中高年期といった人生の各段階に応じて多様な働き方
が選択・実現できる」こと，と定義している。

わが国のように，正社員として働くとなれば残業は
当たり前とされ，しかし正社員でないと成長につなが
る良質な仕事も任されず，キャリアを積み上げること
が難しい社会では，介護や育児などの時間的制約を抱
えた人材の能力をうまく活かすことは困難である。そ
のため人口減少を続けるこの超高齢社会の日本を，働
きながらも家庭や私生活での責任を果たしやすい多様
かつ柔軟な働き方を取り入れ，時間制約のある人材も
その能力を存分に活かすことのできる社会にすること
は，企業の活力や競争力を高める上でも喫緊の課題で
あり，現政権も働き方改革に力を入れている。

米国では，働き方に関する政策的介入はほとんどな
いにもかかわらず，すでに多くの企業でフレックスや
在宅勤務など，働く時間と場所について選択の余地を
持 た せ る 柔 軟 な 働 き 方（FWA：flexible working 
arrangement）が提供されている。たとえば National 
Study of Employer のような全米規模の調査による
と，2014 年時点で 81% の企業ではフレックス（始業・
終業時間の変更）が，67% の企業では時々の在宅勤

務が少なくとも一部の社員において可能であるとして
いる 1）。これがほとんどの社員に適用されている企業
となると，フレックスで 33%，在宅勤務で 8% とかな
り減るが，この数値は大企業より小企業の方が高く，
そのこと自体が，柔軟な働き方が企業の競争力向上に
資することの証左でもあろう。

柔軟な働き方は，うまく導入すれば，企業が優秀な
人材を確保し，定着させると共に，育児・介護等の時
間的制約のある人材だけでなく，あらゆる社員の意欲
を高め，能力を活かす上でも極めて有効である。こう
した働き方がまだ珍しい日本では，自由度が高まると
人は安きに流れ，仕事をさぼるのではないかと考える
方も少なくないであろうが，FWA が多く導入されて
いる大卒ホワイトカラーの職場では，実際，ほとんど
の研究で FWA が働く集中度を高め，作業効率をアッ
プさせると報告されている。働きやすい時に集中して
働くことができるということももちろんであるが，自
由度を提供してくれる代償として，労働者が自発的に
より一層努力するという側面もあるようだ。

しかし問題がないわけではない。FWA の制度が多
くの職場で提供されているとはいえ，それを利用でき
るのは高収入を稼ぐ大卒ホワイトカラーに限定されて
いることが多く，低所得者層は雇用主の柔軟な働き手
の欲求に振り回されて（ジャストインタイム・スケ
ジュールとも揶揄される），自分達の生活と仕事との
両立が困難な状態が続いている。その上，FWA とい
う制度はあっても利用しにくいという，わが国と同様
の問題を抱えている職場も少なくないのが現状だ。

そこで問題となっているのが，いわゆる「ideal-
worker-norm（理想社員の規範）」である。「ideal-
worker」とは，仕事以外の責任を持たず，全ての時
間を仕事に費やすことができ，また費やすべきと考え
ている社員を指す。この規範の根強い職場でフレック
スや在宅勤務を申請することは，会社への忠誠や就業
意欲，プロ意識の低さのシグナルと見なされ，キャリ
アアップにつながる仕事への登用や昇進，昇給等でハ
ンディを負うことが多くの研究から明らかにされてい
る。その結果，制度としての FWA は整備されていて
も，その利用は，すでにキャリア・ラダーを登りつめ，
理想の社員像を体現している男性上級管理職に集中し
ている。皮肉なことに，FWA によってどこでも・い
つでも働くことが可能になった彼らの長時間労働には
一層の拍車がかかる一方で，それ以外の両立のために
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仕方なく FWA を利用する社員（ほとんど女性）は，
マミー・トラックに追いやられているという。

わが国でも働き方改革の名の下で，柔軟な働き方の
導入が推進されているが，こうした状況は，ideal-
worker 規範が米国以上に強く，しかもより広範に適
用されている我が国の職場に柔軟な働き方の設備や

「制度」だけを導入しても，それが持ち帰り残業等を
通したこれまで以上の労働強化につながり，その結
果，家事や育児責任のほとんどを担う女性の活躍が
却って阻まれ，性別による分業体制がより一層強化さ
れてしまう恐れのあることを示唆している。労働の流
動性が低く，退出コストが高いのだからとりわけ注意
が必要だ。

さて，このように ideal-worker-norm から抜け出せ
ない職場がまだ少なくないとはいえ，日々の柔軟性は
わが国よりもはるかに多くの職場に浸透しているよう
である。ヒヤリングに行った柔軟な働き方がそれほど
進んでいない企業でも，週 1 回の在宅勤務ならば，上
司の合意を得て当たり前のように提供されている印象
であった。また，ニューヨークで娘の通っていた小学
校の場合，専業主婦率は 17% 程度であったが（専業
主夫率は 5% 程度），働いている母親の多くが専門職
や管理職に就いているからか，一学期に 3 ～ 4 回，平
日の学校行事やボランティア活動に顔をだすことがで
きる程度の柔軟性はほとんどの人が持っていた。両親
共フルタイムで働いている場合は，平日の昼から午後
6 時半頃までナニーを雇い，子供の習い事への送り迎
えから夕食の準備までを頼んでいるケースが多かった
ように思う。ただ，6 時台に帰宅できるのだから十分

「バランス」が取れているのではと思いきや，子供と
費やす時間が足りないと子供に対して罪悪感を持ちな
がら働いているなど，誰もがそれなりに悩みを抱えて
いた。

ワーク・ライフ・バランスというと，ワークとライ
フとが 50-50 で完全にバランスするのが理想であるよ
うにも聞こえる。しかしそもそもワークはライフの一
部であり，人によって生産性の高い働き方や働く環境
は違うし，同じ人でも長い職業人生のどのタイミング
にいるのか，また日々の状況によっても違ってくる。
ワークをライフの中心と捉え，四六時中仕事をしてい

たい時期もあるだろうし，そういう時が長く続く人も
いる一方で，仕事以外の責任が重大な人も，またきっ
と多くの人にとってそうなる時もあるだろう。仕事と
私生活との境界がないほうが仕事のはかどる人もいれ
ば，そうでない人もいる。そのように考えると，目指
すべきなのはワークとライフをバランスさせるという
より，ワークとライフへの考えや状況がどうであろう
と，それらをうまくフィットさせる環境を作ることで
ある。

ワーク・ライフ・フィット。この言葉を使い始めた
Work+Life Fit の創設者であり社長を務めるカリ・ヨ
スト氏によると，バランスからフィットという言い方
に変えたとたんに，経営者がその戦略的意義を理解し
始めたという。ワークとライフをフィットさせる柔軟
性と自由を社員に与えることで，一人ひとりが意欲的
に働き，その時々の状況に応じて最も生産的に企業活
動に貢献できるのだという。すると職場としてのチャ
レンジは，各人のライフにフィットしたいろいろな働
き方をうまく組み合わせて（フィットさせて），如何
に生産的な職場を作り上げるかということになろう
か。

たしかにそれは一朝一夕で達成できるものではな
い。まずは FWA を育児・介護のためと限定せず，社
員の一人ひとりがそれぞれのワーク・ライフ・フィッ
トを向上させるために利用することを通して，（時間
当たりの）生産性を高めるものと位置づけることが肝
要だ。働く人々すべての能力が活かされることを通し
て人生の質を高め，幸せにする方法，こうした視点が
働き方改革には不可欠である。
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